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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性壁面と軸対称プラズマ・カソードと軸対称アノードとを備えた軸対称の真空チャ
ンバを有する、相対性理論が適用可能な程度の速度にまで加速可能な真空２極管を使用し
て衝撃で物質を圧縮する方法において、
　前記アノードの少なくとも一部分として機能する、凝縮された物質からなる軸対称部品
の形をしたターゲットを製造するステップと、
　前記アノードを、前記真空２極管チャンバ内の、前記プラズマ・カソードと実質的に同
じ幾何軸上に、そのプラズマ・カソードに向かって軸方向の間隙を設けて配置するステッ
プと、
　前記アノードの表面に対して、電子ビームが自己収束する形で、電源から前記真空２極
管を介してパルス放電させるステップとを含む方法であって、
　前記軸対称プラズマ・カソードが、導電ロッドと放出面積が前記プラズマ・カソードの
対称軸に垂直な面における前記導電ロッドの最大断面積より大きい誘電体エンド・エレメ
ントとを一体的に組み立てた形で使用され、
　前記アノードが、その作用表面の曲率中心が集合的に自己収束する電子ビームの焦点空
間内部に位置するところに、前記プラズマ・カソードの前記誘電体エンド・エレメントに
向かって軸方向の間隙を設けて配置され、
　前記アノードが、電子エネルギー０．２ＭｅＶ以上、電流密度１０6Ａ／ｃｍ2以上、持
続時間１００ｎｓ以下を有する電子ビームから作用を受けることを特徴とする方法。
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【請求項２】
　前記プラズマ・カソードで、先の尖った導電ロッドが使用され、前記カソードの前記誘
電体エンド・エレメントが、前記ロッドに固定されるための開口を備え、その開口が、前
記ロッドの尖った端部で固定されるように配置されることを特徴とする請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
　前記ターゲットが、前記アノードの中心部分へ挿入可能な形状の挿入体として形成され
、前記挿入体の直径が、前記アノードの対称軸に垂直な面における前記アノードの最大断
面寸法（ｄmax）の０．０５～０．２倍の範囲で選択されることを特徴とする請求項１に
記載の方法。
【請求項４】
　前記アノードの少なくとも前記プラズマ・カソードの方を向いている部分が、前記真空
２極管への取付け前に、回転楕円体の形状に形成されることを特徴とする請求項１に記載
の方法。
【請求項５】
　前記ターゲットが、前記アノードの内部に密着して固定される回転楕円体の形状に形成
され、前記ターゲットが形成する内側の回転楕円体と前記アノードが形成する外側の回転
楕円体の中心が実質的に一致することを特徴とする請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記アノードが、電子エネルギー最大１．５ＭｅＶ、電流密度１０8Ａ／ｃｍ2以下、持
続時間５０ｎｓ以下の電子ビームから作用を受けることを特徴とする請求項１に記載の方
法。
【請求項７】
　電子ビームの電流密度が、１０7Ａ／ｃｍ2以下であることを特徴とする請求項６に記載
の方法。
【請求項８】
　前記真空２極管の真空チャンバ内の圧力が、０．１Ｐａ以下のレベルに維持される、こ
とを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　相対性理論が適用可能な程度の速度にまで加速可能な真空２極管を基にした、物質を爆
縮するための装置において、
　一部分が導電材料でできた軸対称真空チャンバとしての形をした頑丈な気密ハウジング
と、
　前記真空チャンバ内に軸方向の間隙を設けて取り付けられ、実質的に同じ幾何軸上にあ
る軸対称プラズマ・カソードおよび軸対称アノードとを備え、少なくとも前記カソードが
パルス高電圧電源に接続される装置であって、
　前記軸対称プラズマ・カソードが、導電ロッドと放出面積が前記プラズマ・カソードの
対称軸に垂直な面における前記導電ロッドの最大断面積より大きい誘電体エンド・エレメ
ントとを一体的に組み立てた形で使用され、
　前記真空２極管の電極のうち少なくとも一方が、その両電極間の軸方向の間隙を調節す
る手段を備え、
　前記プラズマ・カソードおよび前記アノードの共通幾何軸から、前記真空チャンバの導
電壁の内側側面までの距離が、５０ｄmaxよりも大きい（ｄmaxは前記アノードの対称軸に
垂直な面における前記アノードの最大断面寸法）ことを特徴とする装置。
【請求項１０】
　前記プラズマ・カソードの導電ロッドの端部が尖っており、前記誘電体エンド・エレメ
ントが、前記ロッドに固定されるための開口を備え、その開口が、前記ロッドの尖った端
部で固定されるように配置されることを特徴とする請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記アノードが、円形の断面形状を有し、その主要部分が導電性の材料から全体が製造
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されることを特徴とする請求項９に記載の装置。
【請求項１２】
　前記アノードが複合化され、少なくとも１層の固体殻と、その殻に密着して取り囲まれ
た挿入ターゲットとを備え、前記ターゲットが、（０．０５～０．２）×ｄmaxの範囲の
直径を有する回転体の形で、任意の凝縮された材料から作られる（ｄmaxは前記アノード
の対称軸に垂直な面における前記アノードの最大断面寸法）ことを特徴とする請求項９に
記載の装置。
【請求項１３】
　導電性材料からなる少なくとも１つのシールドが、前記アノードの尾部に取り付けられ
ることを特徴とする請求項９に記載の装置。
【請求項１４】
　前記シールドが、前記アノードの前記プラズマ・カソードに最も近い端部から最大２０
ｄmaxまでの距離だけ隔置された、５ｄmax以上の直径を有する薄壁の回転体である点にあ
る（ｄmaxは前記アノードの対称軸に垂直な面における前記アノードの最大断面寸法）こ
とを特徴とする請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記薄壁の回転体が、前記アノードの方向を向いている平坦または凹形の表面を有する
ことを特徴とする請求項１４に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、
　凝縮された物質（液体、または固体が好ましい）を、高密度核反応プロセスおよび慣性
閉じ込め核融合（Inertia Confinement Fusion、以下ＩＣＦ）が可能な程度の超高密度状
態まで爆縮する方法と、
　上記方法を実施することができるように設計された、プラズマ・カソードを備える相対
性理論が適用可能な程度の速度にまで加速可能な真空２極管（Relativistic Vacuum Diod
e、以下、単に「相対論的真空２極管」又は「ＲＶＤ」という）を基にした装置の構造と
に関する。
【０００２】
　この技術は、以下を目的として、実際的にある元素の原子核を他の元素の核に核変換す
ることを意図したものである：
　安定した超ウランの合成を含む、元素の同位体（安定した同位体が好ましい）を実験的
に得ること、
　長寿命の同位体が含まれた放射性廃棄物を、短寿命の同位体および／または安定した同
位体が含まれた物質に再処理すること。後者は、例えば工業や医療で広く使用されている
コバルトの放射性同位体などがベースの使用済みガンマ線源を除去する点で、特に重要で
ある。
【０００３】
　将来は、好ましくは固体であるターゲットを利用して慣性閉じ込め核融合（ＩＣＦ）で
エネルギーを得るために、この方法が役立つ可能性がある。
【０００４】
　上記を説明するために、本明細書および添付の特許請求の範囲で用いる次の用語は、以
下に示す概念を表す。
　「ターゲット」とは、１回の爆縮に使用される量の、少なくとも１つの元素からなる少
なくとも１つの任意の同位体のことである。これは、核変換の生成物質を得るための原料
であり、任意で、エネルギーを生成するための１次エネルギーの担体であってもよい。
　「爆縮」とは、自己収束型高密度波によってターゲットの少なくとも一部分を等エント
ロピー圧縮することである。
　「超高密度状態」とは、ターゲットの少なくとも一部分が、衝撃によって圧縮された後
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の状態のことである。この状態では、ターゲット物質のかなり部分が電子－原子核プラズ
マと電子－核子プラズマに変換される。
　「高密度核反応プロセス」とは、少なくとも核変換を起こす超高密度状態まで圧縮され
たターゲット物質の、電子－原子核プラズマ成分と電子－核子プラズマ成分との再結合相
互作用（具体的には「低温プラズマ」の核変換作用）のことである。
　「プラズマ・カソード」とは、放電パルスの初めに、電子仕事関数がゼロ付近のプラズ
マ殻（表面近くの層の物質からなるプラズマの殻）を生成することができる、軸対称ＲＶ
Ｄ陰極の消耗部分のことである。
　「アノード」とは、ＲＶＤアノードの、交換可能な使い捨て軸対称部品のことである。
この部品は、好ましくは主要部分が導電性の材料から形成され、最も簡易な実験装置にお
いてはそのままターゲットとして使用できる。あるいは、アノードが工業的に利用される
場合は、アノードの内部にターゲットが軸対称に固定されて、音波の伝達を可能にする、
硬くて頑丈な材料からなる少なくとも１層の殻の形状を有している。
　「焦点空間」とは、ＲＶＤ真空チャンバ内の、ＲＶＤ電極の一定の長さの幾何対称共通
軸の空間的な領域のことである。障害物がなく、事前設定値（プラズマ・カソード放出面
積、電子のエネルギー、電流密度）の下において、その空間内で、相対論的電子の自己収
束により電子ビームのピンチ効果が得られる。
【０００５】
　理論的に、制御された核融合を行うには、以下の必要十分条件があることが知られてい
る（特許文献１）：
　第１に、質量が通常数マイクログラムから数ミリグラムの、顕微鏡的サイズのターゲッ
トを作ること、
　第２に、形成したターゲットを空間に固定すること、
　第３に、ターゲットをできるだけ均一に爆縮させることによって、ターゲット物質を超
高密度状態に移行させること、
　第４に、かかる状態に（エネルギーの放出または吸収が伴う可能性がある）、ターゲッ
ト物質を原子変換および／または核融合に十分な時間だけ保持すること。
【０００６】
　上記のターゲットの質量の制限については、主としてＩＣＦの場合に重要になることに
言及する必要がある。というのは、１ｍｇの重水素や、重水素と三重水素の混合物１ｍｇ
が、トリニトロトルエン約２０～３０ｋｇのエネルギーに相当するからである。
【０００７】
　また、超高密度状態に到達した状態では、実際には核変換および／または核融合が同時
に発生することが理論的に明らかになっている。したがって、核物理学分野における研究
者の活動はこれまで、物質を爆縮するために最も効率的な方法および手段を作り出すこと
に向けられてきた。
【０００８】
　最後に、以下の点がやはり理論的に明らかになっている：
　かかる圧縮が可能になるのは、数十ナノ秒程度の持続期間を有する高出力の機械的イン
パルスを生成し、その衝撃を、周囲空間から確実に隔離される容積内に配置されたターゲ
ット表面のほぼ全域～全域に集中させる条件下のみであること、
　そのために、１次エネルギー源や、少なくとも１つのエネルギー蓄積装置、蓄積された
エネルギーを機械的な衝撃インパルスに変換するための少なくとも１つの変換器、その衝
撃をターゲットへ基本的に等エントロピーで移行するための機械的ストライカなどの、エ
ネルギー束を時間的空間的に圧縮する手段が必要であること、
　かかる手段およびその手段同士の相互作用の十分な構成を求める課題は、第１の、ただ
し唯一ではないエネルギー蓄積装置が通常はＬＣ回路ベースの装置であるならば（商用電
力網に接続されている場合）、物質爆縮実験の目的に応じて、様々な方法で解決すること
ができること（例えば、非特許文献１参照）。
【０００９】
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　数年にわたり、上記の理論的仮定を実際に実現する活動は、ＩＣＦだけが対象となって
いた。ＩＣＦを産業的に実用化することが、人類が「エネルギーパラダイス」へ向かうた
めの十分条件だと思われていたのである。
【００１０】
　このため当初より、作用物質として、気体である重水素または重水素＋三重水素だけが
使用され、ターゲットは、上記水素同位体が顕微鏡的な微少量（約０．１ｍｇ）が充填さ
れた中空の気密球体の形に製造された。次いで、かかるターゲットのそれぞれに向けて、
複数のレーザ・ドライバのビームが多面から均一かつ同時に向けられた。
【００１１】
　このターゲットの殻を加熱すると、その外側部分がアブレーション（部分的気化）を引
き起こす。この気化した物質が膨張することによって、爆縮、すなわちこの殻の内側部分
およびターゲットの有効物質を球体中心方向に均一に圧縮させる反力が生じる（例えば、
特許文献１、非特許文献２、３を参照）。
【００１２】
　上記ＩＣＦ方式は申し分ないと思われていた。実際に、レーザ照射パルスの持続時間は
約１ｎｓまで延ばすことができる。これによって、エネルギー束を効率的に、時間的に凝
縮することができるようになり、ターゲット表面面積が急激に縮小されれば、それが上記
エネルギー束を空間的に絞るための必要条件にもなり得る。
【００１３】
　しかし残念ながら、レーザの効率は５％を超えない。当初より、ローソン条件（非特許
文献４）を考慮すると、このレーザ・ドライバの有効性が疑問視されていた。さらに、レ
ーザのスイッチングを同期させるには、複雑な自動制御システムが必要になる。最後に、
アブレーションでは、殻およびターゲット全体を加熱するため、エネルギーが著しく損失
する。したがって、これまで、ターゲットであるガス状物質を超高密度状態に至らせた者
はおらず、ＩＣＦ開始に要するエネルギー消費以上の、プラスのエネルギー収量を得た者
もいない。
【００１４】
　また、超音波励振器によって、核融合反応を起こすのに十分な圧力と温度を作り出す研
究活動が知られている。この超音波励振器で、凝縮されたターゲット（特に液体）にキャ
ビテーションを引き起こさなければならない（特許文献２、３、４）。具体的には、特許
文献５に以下について記載されている。つまり、
　（１）少なくとも１つの機械的な超音波振動源と、
　上記の振動を、共振モードで単位面積当たりのエネルギー束密度を増大させながら、閉
じ込められたターゲット本体内に伝達できる、好ましくは複数である音波伝導体と、
　適当な熱交換器の形で熱を除去する手段とを備える、キャビテーション核融合反応炉。
　（２）核融合に必要な燃料物質（チタン重水素化物、リチウム重水素化物、ガドリニウ
ム２重水素化物などが好ましい）を、高融点金属（例えば、チタン、タングステン、ガド
リニウム、オスミウム、モリブデンなど）製の固体の音波伝導母材内に圧入することによ
って、音波を伝達しにくいターゲットを製造するステップと、
　少なくとも１つのかかるターゲットを含んだ少なくとも１つのかかる母材を、上記機械
的な超音波振動源に接続された少なくとも１つの音波伝導体と超音波接触させるステップ
と、
　共振モードでひと続きの超音波インパルスを与えて、かかる母材に作用を加えるステッ
プであって、この作用が、この機械的振動の運動エネルギーを熱に変換することにより、
重水素化物の機械的かつ化学的破壊と、ターゲットの流動化を引き起こし、それとほぼ同
時に、ターゲットから重水素が「気化」されることにより、「液体」のターゲットでキャ
ビテーションを引き起こす、すなわち蒸気の気泡が出現し、その気泡が母材の圧力を受け
て崩壊するステップと、
　ターゲット内部のエネルギーが解放される核融合反応が完了した後、このプロセスを終
わらせるステップとを含む、上記の反応炉を使用する方法である。
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【００１５】
　初期状態で固体のターゲットと、そのターゲットを爆縮させるために超音波の機械的イ
ンパルスを使用するのは、かなり魅力的のように思える。しかし残念ながら、レーザと同
様に、超音波源の効率は微々たるものである。さらに、レーザと異なり、超音波源がもた
らすインパルスの出力密度はかなり小さく、そのため、この「超音波源－重水素化物ター
ゲット」系を共振モードにすることが必要になる。しかし、共振モードでも、エネルギー
の大部分はターゲットの加熱に費やされ散逸する。したがって、エネルギーをターゲット
に長く注入した場合でも、物質を超高密度状態まで爆縮することはできなかった。
【００１６】
　したがって依然として、物質を超高密度状態まで爆縮する実現可能な方法および手段を
作り出すことが差し迫った課題である。
【００１７】
　その解決策を求める、ＲＶＤの使用をベースにした長期的な取組みが、２０世紀初頭よ
り知られている（例えば、（１）非特許文献５、（２）特許文献６参照）。
【００１８】
　ＲＶＤはそれぞれ、内部にカソードとアノードが固定された真空チャンバを備え、上記
カソードおよびアノードはパルス放電器を介して電荷蓄積装置に接続される。十分な充電
と短時間の放電パルスにより、かかる２極管は、９０％を上回る効率でカソードの表面か
ら爆発的に電子を放出し、その電子を相対性理論が適用可能な程度の速度まで加速するこ
とができる。
【００１９】
　強力な電子ビームの発生器および加速器からなるこの爆縮機能の点でまさに、相対論的
真空２極管は、２０世紀の間中物理学者の注目の的であった。かかる２極管全体と、特に
そのカソードの設計に対する機能強化の多くは、電子ビームのエネルギーを空間的時間的
に絞り、そのビームを必要な空間的形状に形づくるためのものであった。
【００２０】
　ＩＣＦのためにＲＶＤの衝撃で物質を圧縮する方法を作り出す研究活動については、特
許文献６から分かる。この方法は、
　第１に、凍結させた熱核反応燃料（すなわち、重水素、または重水素＋三重水素の混合
物）から凝縮された物質（固体が好ましい）からなる対称的なペレットの形をしたターゲ
ットを製造するステップと、
　第２に、ＲＶＤ電極同士の間、つまり陽極プラズマ生成手段の出力が開通する空間に、
上記ターゲットを配置するステップと、
　第３に、陽極プラズマの注入と、陽極プラズマを介した強力な電流（１００ＴＷ、エネ
ルギー１ＭＪ程度）の短絡回路による環状のインパルス（１０ｎｓ）衝撃によるターゲッ
トの圧縮とを実質的に同期して行うステップとを含む。
【００２１】
　ただし、かかる方法では、ターゲット物質を超高密度状態に圧縮して、その状態を、エ
ネルギー解放が伴う核融合を行うのに十分な時間保持することができない。というのは、
ターゲットのサイズが、約１．５ＭｅＶというエネルギーを有する電子のビーム幅より明
らかに小さいからである。したがって、電子の運動エネルギーは実質的にターゲット全体
で直ちに熱エネルギーになって、この核燃料の空間的熱的な爆発を引き起こす。さらに、
この周知の方法では、自在に浮遊するターゲットを環状のＲＶＤカソードの中心に命中さ
せるのと、エネルギー源の放電とを同期させること、ならびに平坦なプラズマ・アノード
を製造することが非常に困難である。したがって、放電電圧と陽極プラズマ密度を調節し
ても、時折でしか電子流をターゲットに収束させることができない。
【００２２】
　同じ特許文献６から分かる、物質を爆縮させるためのＲＶＤベースの装置は、熱交換器
が取り付けられ、ターゲットを送るためのチャネルを装備した球状の真空チャンバと、真
空チャンバの中央平面に対して対称的に配置された２つの環状カソードと、上記カソード
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同士の間に配置され、この電子供給回路が放電を行う直前に平坦なプラズマ・アノードを
形成する追加のプラズマ注入装置とを備える。
【００２３】
　そして最後に、同じ特許から分かる上記カソードは、通電部分と、電場勾配をそこで増
大させるための鋭い縁部を有する、リング状に作られた焦点合わせ用の先端を有する。か
かるカソードの縁部は、放電中、それ自体のプラズマの層で覆われる。
【００２４】
　上記環状電子ビームエネルギーの実質的な部分を、かかるＲＶＤ内のターゲットに伝達
することは、実際には不可能である。というのは、このビームはすでに、形成された瞬間
にすでにもうピンチ閾値にあり、不安定な状態だからである（特に、基本的に各パルス中
も、パルスとパルスの間も、パラメータが変化するプラズマ・アノードと相まって）。
【００２５】
　以上より、アノードは固体物質から作られ、それ自体がターゲットとして機能するか、
ターゲットを中に組み入れることが望ましく、両電極間の間隙におけるピンチの発生を防
止し、アノード表面において放電プロセスと同時に電子ビームの自己収束を実現するよう
にすることが望ましい。
【００２６】
　入手可能なデータによれば、かかる手段の開発においては主として、基本的に平坦なア
ノードを使用しながらＲＶＤカソード放射源を形づくることにだけに注目が集まっていた
ということは驚くべきことである。この手法の顕著な例は、誘電体材料の成形プレートと
、そのプレートと厳密に同じ形状をした、そのプレートの表面の一部分を覆うための導電
性カバーとを有するプラズマ・カソードを備える、ＲＶＤベースの電子パルス源がある（
特許文献７）。かかる複合カソードは、パルス放電下でピンチ効果を受けない、上記誘電
体プレートの形状に対応する形状をした電子ビームを生成することができる。
【００２７】
　しかし、ＩＣＦおよび高密度核反応プロセスに必要となる、できる限り均一なターゲッ
トの圧縮は、電子ビームを形づくることだけでは実現することができない。したがって、
上述のＲＶＤおよびその類似物は、物質を超高密度状態になるまで爆縮するプロセスにお
いて、実現可能な形で適用することができない。
【００２８】
　両電極間の間隙においてピンチ効果を抑制する課題と、ターゲット表面で電子ビームの
自己収束を可能にする課題とにより、多くの物理学者は、非常に悲観したため、核変換プ
ロセスおよびＩＣＦのためのドライバとして、ＲＶＤは基本的に適用できないという結論
に達した（例えば（１）非特許文献７、（２）非特許文献８などを参照）。
【００２９】
　しかしそれにもかかわらず、この方針の研究は継続された。
【００３０】
　したがって、本発明に最も近い、技術上の本質についての、物質の爆縮に原則的に適用
可能な方法および手段が、粒子加速器国際会議で開示され（非特許文献９）、その後論文
で開示された（非特許文献１０）。
【００３１】
　この物質の爆縮方法は、当分野の技術者には上記の情報源から容易に理解することがで
きるであろう。この方法は、
　ＲＶＤアノードの少なくとも一部分である、凝縮された物質からなる軸対称部品の形を
した（すなわち、数マイクロメートル程度の直径を有する半球形の、ニードル状アノード
の先端の形をした）ターゲットを製造するステップと、
　上記アノードと同じ幾何軸上に実質的に位置する、そのアノードから数ミリメートル隔
置された軸対称プラズマ・カソードがさらに取り付けられたＲＶＤ内に、上記ターゲット
を配置するステップと、
　上記アノードの表面に対して、電子ビームの自己収束モードで電源をＲＶＤを介してパ
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ルス放電するステップとを含む。
【００３２】
　上述の物質の爆縮方法を使用する装置が、ＲＶＤベースで製作された。この装置は、
　部分的に導電材料でできた、真空チャンバを閉じ込める、軸対称形状の頑丈な気密ハウ
ジングと、
　実質的に同じ幾何軸上にあり、上記チャンバに固定された、軸対称プラズマ・カソード
および軸対称アノードとを備え、少なくともプラズマ・カソードが、パルス高電圧電源に
接続される。
【００３３】
　上記カソードは、「端部が誘電体エレメントになっている、アノードへの方向に細まっ
た導電（通常は金属）ロッド」の従来方式に従って製作される。上記エレメントの動作端
部の外周および面積は、それぞれ上記ロッドの外周、断面以下の大きさである（非特許文
献１１）。
【００３４】
　この特定の幾何形状に両電極を形づくると、ＲＶＤの間隙でピンチを抑制することが可
能になり、電子ビームが鋭くなって、アノードの小さな表面部分に対する自己収束が実現
する。
【００３５】
　しかし、かかるアノードにおける本質的な先端の作用は、物質の爆縮に対するＲＶＤの
適用可能性を実証するのに適しているだけで、パルス放電毎にターゲット本体の実質部分
を超高密度状態に圧縮することは実現できない。
【特許文献１】
米国特許第４，４０１，６１８号
【特許文献２】
米国特許第４，３３３，７９６号
【特許文献３】
米国特許第５，８５８，１０４号
【特許文献４】
米国特許第５，６５９，１７３号
【特許文献５】
国際公開第０１／３９１９７号
【特許文献６】
米国特許第３，８９２，９７０号
【特許文献７】
ソ連特許第１５４５８２６Ａ１号
【非特許文献１】
W. H. Bostick、V. Nardy、O. S. F. Zucker著「Energy Storage, Compression and Swit
ching」、Plenum Press、New York and London
【非特許文献２】
J. Lindl著、「Physics of Plasmas」、1995
【非特許文献３】
K. Mima他著、「Fusion Energy」1996、IAEA、Vienna、V. 3、p. 13、1996
【非特許文献４】
J. D. Lawson著、「Proceedings of the Physical Society」、B. 70、1957
【非特許文献５】
C. D. Child著、「Physical Review」、V. 32、p. 492、1911
【非特許文献６】
I. Langmuir著、「Physical Review」、V. 2、p. 450、1913
【非特許文献７】
James J. Duderstadt、Gregory Moses著、「Inertial Confinement Fusion」、John Wile
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y and Sons、New York、1982
【非特許文献８】
E. P. Velikhov、S. V. Putvinsky著「Fusion Power. Its Status and Role in the Long
-Term Prospects」、4.2.2．「Drivers for Inertial Controlled Fusion」http ://relc
om.website.ru/wfs-moscow
【非特許文献９】
S. Adamenko、E. Bulyak他著「Effect of Auto-focusing of the Electron Beam in the 
Relativistic Vacuum Diode」Proceedings of the 1999 Particle Accelerator Conferen
ce、New York、1999
【非特許文献１０】
V. I. Vysotski、S. V. Adamenko他著「Creating and Using of Superdense Micro-beams
 of Relativistic Electrons．Nuclear Instruments and Methods in Physics Research
」、A455、2000、pp.123-127
【非特許文献１１】
Mesyats G. A.著「Cathode Phenomena in a Vacuum Discharge : The Breakdown、the Sp
ark and the Arc．」、Nauka Publishers、Moscow、2000、p. 60
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３６】
　したがって、本発明は、以下の態様からなる課題がベースになっている：
　第１に、パルス状のＲＶＤ放電毎にターゲット物質の実質部分を超高密度状態まで爆縮
する方法を創出するように、上記各ステップの実行条件を変更すること、
　第２に、上記方法を効果的に適用できる、衝撃で物質を圧縮するための装置を創出する
ように、ＲＶＤ内の電極の形状および相対位置を変更すること、
　第３に、上記方法の最も経済的かつ効果的な適用を実現する軸対称プラズマ・カソード
を創出するように、軸対称プラズマ・カソードの導電部分と誘電体部分の形状比および寸
法比を変更すること。
【課題を解決するための手段】
【００３７】
　上記課題の第１の態様は、以下のように解決される。つまり、導電性壁面と軸対称プラ
ズマ・カソードと軸対称アノードとを備えた軸対称の真空チャンバを有する相対論的真空
２極管を使用して衝撃で物質を圧縮する方法において、この方法が、
　上記アノードの少なくとも一部分として機能する、凝縮された物質からなる軸対称部品
の形をしたターゲットを製造するステップと、
　上記アノードを、上記相対論的真空２極管チャンバ内の、上記プラズマ・カソードと実
質的に同じ幾何軸上に、そのプラズマ・カソードに向かって軸方向の間隙を設けて配置す
るステップと、
　上記アノードの表面に対して、電子ビームが自己収束する形で、電源から上記相対論的
真空２極管を介してパルス放電させるステップとを含み、本発明に従って、
　上記軸対称プラズマ・カソードが、導電ロッドと放出面積が前記プラズマ・カソードの
対称軸に垂直な面における前記導電ロッドの最大断面積より大きい誘電体エンド・エレメ
ントとを一体的に組み立てた形で使用され、
　上記アノードが、その作用表面の曲率中心が集合的に自己収束する電子ビームの焦点空
間内部に位置するところに、上記プラズマ・カソードの上記誘電体エンド・エレメントに
向かって軸方向の間隙を設けて配置され、
　上記アノードが、電子エネルギー０．２ＭｅＶ以上、電流密度１０6Ａ／ｃｍ2以上、持
続時間１００ｎｓ以下を有する電子ビームから作用を受けることで解決される。
【００３８】
　この方法を適用した結果は図らずも、その結果を得るために１０年以上努力してきた本
発明者にとっても全く予想していないものである。したがって、非常に純粋な銅、タンタ
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ル、およびその他の材料からなる最も単純な単一金属のターゲットを使用することで、以
下の点を実験的に実証することができた：
　衝撃によって圧縮された後、各ターゲット塊の有形部分がばらばらになって広がり、Ｒ
ＶＤ真空チャンバの壁面および／または後述のシールド上に核変換生成物質の凝集物とし
て析出したこと、
　凝集物のうちのいくつかは、かなり単一に近い元素組成であったこと、
　その凝集物中に、ターゲット物質に混合物として存在していなかった既知の元素の安定
した同位体だけでなく、現在未知のまだ特定されていない超ウランの比較的安定した同位
体も、確かに検出されたこと、
　ターゲット物質の核変換生成物質の同位体組成が基本的に、地殻中の同じ元素の同位体
組成についての参照データと異なること、
　核変換ゾーンから、正の熱エネルギー収量を検出する試みは、これまでのところ失敗だ
ったということ。
【００３９】
　上記では、本発明による核変換と、磁気的に閉じ込められた陽極プラズマを含んだ源か
ら生成され、複雑で運転中は危険な、５ＭｅＶを超えるイオン・エネルギーで１ｋＷ程度
の出力束を得るためのパルス加速器（例えば、米国特許第５，８４８，１１０号を参照）
内に流したイオン（通例、重陽子）で固体ターゲット（例えば同じ銅またはモリブデンで
できたもの）に衝撃を与えることによって達成される従来の核変換とは、基本的に区別さ
れる。実際に、本発明のプロセスでは、前もって知られている元素（例えば、Ｚｎ65、Ｍ
ｏ99、Ｉ123、Ｏ15など）の前もって知られている主として放射性の同位体しか生成でき
ないが、少なくとも化学的調査に十分な量の超ウランを核融合することが可能である。
【００４０】
　上記、並びに下記に詳細に説明する本発明による方法を実行した結果により、電子ビー
ムは、アノード表面の実質部分に集合的に自己収束し、その表面近くの層で、ターゲット
の対称軸の方に集中する機械的な孤立波状の密度インパルスを励起していると仮定するこ
とが可能になる。このインパルスは、電子ビームから受け取ったエネルギーを、等エント
ロピーの形で、対称軸近傍のターゲット物質の一部分に伝達する。上記インパルスの前縁
は、球状になる傾向がある。したがって、孤立波状のインパルスが、ターゲット対称軸上
に中心を有する一定の小さな空間まで縮小されると、その前縁はより急勾配になり、その
エネルギー密度は、その物質が高密度核反応プロセスの進行に十分な超高密度状態に達す
るのに足るだけの大きさまで増大する。これが、消費電力が最小限の、最も簡易な（なら
びに、非常に重要なのは、稼動中実質的に安全な）ＲＶＤタイプの電子加速器によって、
広いスペクトルの同位体発生量を有する核変換原子核反応が可能なる理由である（下記に
詳細に示す）。
【００４１】
　第１の追加の特徴は、上記相対論的真空２極管プラズマ・カソードで、先の尖った導電
ロッドが使用され、このカソードの上記誘電体エンド・エレメントが、上記ロッドに固定
されるための開口を備え、その開口が、上記ロッドの尖った端部で固定されるように配置
される点にある。これによって、ＲＶＤ電極間の間隙を少なくとも部分的に制御すること
、ならびにプラズマ・カソードの動作を安定させることが可能になる。このことは特に、
爆縮プロセスの実験を最適化する上で重要である。
【００４２】
　第２の追加の特徴は、上記ターゲットが、上記ＲＶＤアノードの中心部分へ挿入可能な
形状の挿入体として形成され、上記挿入体の直径が、上記アノードの対称軸に垂直な面に
おける上記アノードの最大断面寸法の０．０５～０．２倍の範囲で選択される点にある。
これによって、超高密度状態への圧縮対象として、固体状態でも液体状態でもその電気伝
導度およびその使用量に関係なく、任意の材料を使用することが可能になる。もちろん、
液体は、アノードの固体の殻内に直接カプセル化する、あるいは個別の殻にカプセル化す
べきである。個別の殻の場合は、密閉後、音波透過性を最大にするようにアノードに挿入
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しなければならない。
【００４３】
　第３の追加の特徴は、上記アノードの少なくとも上記プラズマ・カソードの方を向いて
いる部分が、上記相対論的真空２極管への取付け前に、回転楕円体の形状に形成される点
にある。これによって、機械的な孤立波状の密度インパルスを顕微鏡的に小さい空間に凝
縮することが可能になり、この凝縮の結果、各ターゲット物質を超高密度状態になるまで
爆縮して、単一の「ショット」に対して最小（３００～１０００Ｊ程度）のエネルギー消
費でも、核変換された生成物質からなる１０17～１０18個の原子を産出することが可能に
なる。
【００４４】
　第４の追加の特徴は、上記ターゲットが、前記アノードの内部に密着して固定される回
転楕円体の形状に形成され、前記ターゲットが形成する内側の回転楕円体と前記アノード
が形成する外側の回転楕円体の中心が実質的に一致する点にある。これにより、核変換さ
れた物質の発生量を基本的に増加させることが可能になる。
【００４５】
　第５の追加の特徴は、上記アノードが、電子エネルギー最大１．５ＭｅＶまで、電流密
度１０8Ａ／ｃｍ2以下、持続時間５０ｎｓ以下の電子ビームから作用を受ける点にある。
周期表の「中間部分」の元素の最も安定した原子からなるターゲットで、高密度核反応プ
ロセスが進行するには、こういったパラメータで十分である。
【００４６】
　第６の追加の特徴は、電子ビームの電流密度が、１０7Ａ／ｃｍ2以下である点にある。
凝縮されたターゲット材料の大部分を効果的に爆縮するには、この電流密度で十分である
。
【００４７】
　第７の追加の特徴は、上記相対論的真空２極管の真空チャンバ内の圧力が、０．１Ｐａ
以下のレベルに維持される点にある。このレベルで完全に、ＲＶＤ電極間の気体放電を防
止することができる。
【００４８】
　上記課題の第２の態様は、以下の点で解決される。つまり、相対論的真空２極管を基に
した、物質を爆縮するための装置において、その装置が、
　一部分が導電材料でできた軸対称真空チャンバとしての形をした頑丈な気密ハウジング
と、
　上記真空チャンバ内に軸方向の間隙を設けて取り付けられ、実質的に同じ幾何軸上にあ
る軸対称プラズマ・カソードおよび軸対称アノードとを備え、少なくとも上記カソードが
パルス高電圧電源に接続され、本発明に従って、
　上記軸対称プラズマ・カソードが、導電ロッドと放出面積が前記プラズマ・カソードの
対称軸に垂直な面における前記導電ロッドの最大断面積より大きい誘電体エンド・エレメ
ントとを一体的に組み立てた形に形成され、
　上記相対論的真空２極管の電極のうち少なくとも一方が、その両電極間の軸方向の間隙
を調節する手段を備え、
　上記プラズマ・カソードおよび上記アノードの共通幾何軸から、上記真空チャンバの導
電壁の内側側面までの距離が、５０ｄmaxよりも大きい（ｄmaxは前記アノードの対称軸に
垂直な面における前記アノードの最大断面寸法）ことで解決される。
【００４９】
　上記の特徴の組み合わせを有するＲＶＤは、上記の本発明による方法という主題の説明
で明らかにしたように、少なくともある元素の核を他の元素の核に核変換するのに役立つ
。
【００５０】
　第１の追加の特徴は、上記プラズマ・カソードの導電ロッドの端部が尖っており、上記
誘電体エンド・エレメントが、上記ロッドに固定されるための開口を備え、その開口が、



(12) JP 4708022 B2 2011.6.22

10

20

30

40

50

上記ロッドの尖った端部で固定されるように配置される点にある。かかる設計によって、
プラズマ・カソードの動作を安定させることが可能になり、ＲＶＤ内で、誘電体エンド・
エレメントを導電ロッドに対して移動させることによって、両電極間の間隙を少なくとも
部分的に調節することが可能になる。
【００５１】
　第２の追加の特徴は、上記アノードが、円形の断面形状を有し、その主要部分が導電性
の材料から全体が製造される点にある。これによって、純金属および合金の最も簡易な試
料について核変換の効果を実証し、特に超ウランを生成することが可能になる。
【００５２】
　第３の追加の特徴は、上記アノードが複合化され、少なくとも１層の固体殻と、その殻
に密着して取り囲まれた挿入ターゲットとを備え、上記ターゲットが、（０．０５～０．
２）×ｄmaxの範囲の直径を有する回転体の形で、任意の凝縮された材料から作られる点
にある（ｄmaxは前記アノードの対称軸に垂直な面における前記アノードの最大断面寸法
）。これによって、原子核の核変換のためだけでなく、エネルギーを生成するために、ロ
ーソン条件をかなり（少なくとも１桁）超過して高密度核反応プロセスが進行する空間で
、物質の爆縮を行うことが可能になる。
【００５３】
　第４の追加の特徴は、好ましくは導電性がある材料からなる少なくとも１つのシールド
が、上記アノードの尾部に取り付けられる点にある。このシールドにより、メイン・ター
ゲットを超高密度状態まで爆縮した結果として生成された、高密度核反応プロセスの生成
物質の一部分を捕獲することができ、かつアノードの核変換された粒子が分散したときに
、原子核相互作用のための追加のターゲットとして機能することができる。
【００５４】
　第５の追加の特徴は、上記シールドが、上記アノードの上記プラズマ・カソードに最も
近い端部から最大２０ｄmaxまでの距離だけ隔置された、５ｄmax以上の直径を有する薄壁
の回転体である点にある（ｄmaxは前記アノードの対称軸に垂直な面における前記アノー
ドの最大断面寸法）。かかるシールドは、アノード表面の大部分に対する電子ビームの自
己収束を促進し、高密度核反応プロセスの生成物質の有形部分を捕獲する。
【００５５】
　第６の追加の特徴は、上記薄壁の回転体が、上記アノードの方を向いている平坦または
凹形の表面を有する点にある。これによって、真空チャンバの壁上における高密度核反応
プロセス生成物質の析出速度が著しく遅くなる。
【００６５】
　以下の点が理解されよう：
　本発明の特定の実施形態を選択する際は、本発明の主要コンセプトによる上記追加の特
徴の任意の組合せが可能であること、
　本発明のコンセプトは、当業者の一般知識を使用して、特許請求の範囲で定義される範
囲内で補足かつ／または指定することができること、
　下記に開示する本発明の好ましい実施形態は、本発明の範囲を限定するためのものでは
ないこと。
【００６６】
　次に、衝撃によって物質を圧縮するための装置および方法を添付の図面を参照して詳細
に説明することによって、本発明の本質を説明する（高密度核反応プロセスにおける核変
換の例を用いる）。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６７】
　本発明による装置（図１）は、ＲＶＤを基にして作られる。
【００６８】
　この装置の基本的な部品は、
　部分的に導電材料（例えば銅やステンレス鋼）でできた、運転状態では誘電体エンド・
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カバー２で密閉され、必要に応じて少なくとも１つの管（図示せず）を介して真空ポンプ
に接続される真空チャンバを閉じ込める、軸対称形の頑丈な気密ハウジング１と、
　カバー２に一体的に密着して固定される、断面が好ましくは円形で、長手方向部分が好
ましくはテーパ状になっている、ＲＶＤを後述のパルス高電圧電源に接続するための非消
耗型の軸対称導電ロッド３と、
　消耗した時に交換可能な軸対称プラズマ・カソードと、このプラズマ・カソードは、
　ロッド３に固定される尾部を有する導電ロッド４と、
　ロッド４と一体的に連結された誘電体エンド・エレメント５とを含み、上記エレメント
５は、ロッド４の断面積より大きい放出面積を有し、
　ターゲット７と一体になっていても、ターゲット７を含んでいてもよい、最大断面積が
上記誘電体エンド・エレメント５の放出面積よりも小さい、軸対称のアノード６と、
　任意選択で、好ましくは導電材料からなるシールド８が、アノード６の尾部に取り付け
られ、
　両電極間の間隙、すなわちプラズマ・カソードの誘電体エレメント５の端面とその対称
軸との交点と、アノード６の端部の同様の点（どちらも実質的に同じ幾何軸に沿って位置
する）との間の空間を調節する少なくとも１つの手段（特に図示しないが、プラズマ・カ
ソード４、５およびアノード６の下に矢印の対で示す）である。
【００６９】
　最も簡単な場合のＲＶＤパルス高電圧電源（図２）は、当分野での技術者には周知であ
る、少なくとも２つのプラズマ電流遮断器（またはその他の遮断器）を備える、少なくと
も１つの容量性または誘導性のエネルギー蓄積装置を含んだシステムである。ただし、直
列に接続した以下のものを備える「ハイブリッド」電源（図２）が好ましい（例えば、１
．Ｐ．Ｆ．Ｏｔｔｉｎｇｅｒ著、「Ｊｏｕｒｎａｌ ｏｆ Ａｐｐｌｉｅｄ Ｐｈｙｓｉｃ
ｓ」、５６、Ｎｏ．３、１９８４年、２．Ｇ．Ｉ．Ｄｏｌｇａｃｈｅｖ他著「Ｐｈｙｓ
ｉｃｓ ｏｆ Ｐｌａｓｍａ」、２４、Ｎｏ．１２、１０７８頁、１９８４年を参照）：
　商用電力網および高電圧出力巻線に接続する手段を備える入力トランス９と、
　適当なコンデンサおよびインダクタ（図示せず）を備える蓄電用ＬＣ回路１０と、
　一平面に対称的に配置された当分野の技術者には周知のプラズマ・ガンのセット（ガン
の数は具体的には最大１２本、ＬＣ回路内のコンデンサ数と通常等しい）を備える、ＬＣ
回路で放電電流をプラズマで遮断するためのユニット１１。
【００７０】
　もちろん、上記動力ユニットの他に、ＲＶＤパルス高電圧の電源は通常、少なくとも１
つのロゴスキー・コイルや少なくとも１つの容量分圧器などのパルス電流および電圧を測
定する手段（図示せず）を含む。
【００７１】
　かかるタイプの電源が、後述の、衝撃により物質を超高密度状態に圧縮する実験で、Ｒ
ＶＤに供給するために使用された。この電源は、以下の制御パラメータ値を与えることが
できる。
　ビーム電子の平均エネルギー．．０．２～１．６ＭｅＶ
　電子ビーム持続時間．．．．．．１００ｎｓ以下
　電子ビーム出力．．．．．．．．２×１０9～０．７５×１０12Ｗ
　高電圧放電電流．．．．．．．．１０ｋＡ～５００ｋＡ。
【００７２】
　物質の爆縮方法を効果的に行うには、ＲＶＤの個別部品およびターゲットを製造すると
きに、いくつかの追加条件に従うことが推奨される。
【００７３】
　したがって、プラズマ・カソード４、５およびアノード６の共通幾何軸からハウジング
１の導電壁の内側側面までの距離が５０ｄmaxを超えないことが重要である。ここでｄmax

は、前記アノード６の対称軸に垂直な面における前記アノード６の最大断面寸法である。
【００７４】
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　プラズマ・カソード（図３）は、先の尖った導電ロッド４と、非貫通口または貫通口を
備えた誘電体エンド・エレメント５とを有することが好ましい。このエレメント５は、ロ
ッド４の固定部分の上記の先の尖った端部が上記開口の内部に位置するように、少し密着
した状態でロッド４に嵌合されなければならない。かかる開口の断面形状と、ロッド４の
断面形状は、軸方向に対称の条件に従うならば、円形であってはならない（例えば、長円
形や楕円形、図４に示すように星形などにする）。
【００７５】
　また、少なくともプラズマ・カソードの対称軸に対して垂直な面にある誘電体エレメン
ト５後端の外周（図４）は、導電ロッド４の外周を連続的な間隙で取り囲むことが好まし
い。この条件は、ロッド４およびエレメント５の断面輪郭の様々な形状で実現できること
を理解されたい。
【００７６】
　プラズマ・カソードの誘電体エンド・エレメント５は、例えば図４に示すように元々き
めの粗い表面や、少なくとも任意の一方向に意図的に波形を付けた表面など、加工された
外側表面を有すると非常に好ましい。具体的には、断面が軸対称多角形の星形を有するエ
レメント５を使用することができる。
【００７７】
　上記エレメント５の最小断面寸法Ｃde minは（５～１０）×Ｃcr maxの範囲内にあり、
長さｌdeは（１０～２０）×Ｃcr maxの範囲内にあることが好ましい。ここでＣcr maxは
導電ロッド４の最大断面寸法である。
【００７８】
　プラズマ・カソードの上記エレメント５は、選択した動作電圧下でＲＶＤ電極間の間隙
に絶縁破壊を起こすことができる、選択した形状および寸法の任意の誘電体材料から作る
ことができる。
【００７９】
　かかる材料は、炭素‐炭素一重結合を含む炭素鎖ポリマー（例えばポリエチレン、ポリ
プロピレンなど）、有機粘結剤を含んだ紙基材積層体または綿フェノール樹脂（textolit
e）型複合材、黒檀、天然または合成雲母、周期表ＩＩＩ－ＶＩＩ族に属する金属の純酸
化物、無機ガラス、結晶化ガラス（sitall）、玄武岩繊維のフェルト、およびセラミック
誘電体からなるグループから選択されることが好ましい。
【００８０】
　上述したように、軸対称のアノード６は、
　（図５）一体型で、任意の固体の、全体として通常導電性の、好ましくは金属材料（純
金属およびその合金を含む、例えば銅、タンタル、鉛など）からなるか、あるいは、
　（図６）好ましくは導電材料でできた、少なくとも１層の、好ましくは球状になった殻
６と、上記殻に密着して固定され、軸対称に挿入された、衝撃によって圧縮される任意の
凝縮された物質（固体または液体）でできたターゲット７とを有する。
【００８１】
　軸対称に挿入されたターゲット７の最大直径は、（０．０５～０．２）×ｄmaxの範囲
内で選択されるのが好ましい。ここでｄmaxは、前記アノード６の対称軸に垂直な面にお
ける前記アノード６全体としての最大断面寸法である。ターゲット７本体は、その幾何形
状に関係なく、その表面曲率の中心がアノード６の作用表面の曲率中心と実質的に一致す
るように、アノード６の内部に固定しなければならない。アノード６の材料内とターゲッ
ト７の材料内の転位密度はできるだけ小さくすること、これらの部品同士の間が音波的に
接触していることが非常に重要である。
【００８２】
　アノード６の尾部に取り付けることができる上記シールド８は通常、好ましくは薄壁の
回転体として、導電材料から作られる。上記シールド８の直径は５ｄmax以上にし、かつ
そのアノード６の作用端からの距離は２０ｄmax以下にしなければならない。ここでｄmax

は、前記アノード６の対称軸に垂直な面における前記アノード６の最大断面寸法である。
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上記シールド８は、アノード６の作用端の側方に平坦または凹形の表面を有することが好
ましい（図５および６）。
【００８３】
　上記の装置を使用して物質を爆縮する方法は通常、以下のステップを含む：
　ａ）上記プラズマ・カソードの導電ロッド４を非消耗型の導電ロッド３に接続するステ
ップと、
　ｂ）核変換またはその他任意の核変換のために衝撃によって圧縮される材料からなる一
体部品の形をした、あるいは、
　核変換またはその他任意の核変換のために衝撃によって圧縮される材料（必要に応じて
準備としてカプセル化する）でできたターゲット７が密着して挿入された、好ましくは１
層の殻の形をした、
　好ましくは丸みを付けた作用端を有する、交換可能な軸対称アノード６のセットを製造
するステップと、
　ｃ）（任意選択で）少なくともいくつかのアノード６を銅、鉛、ニオブ、タンタルなど
でできた導電シールド８に嵌合するステップと、
　ｄ）次回分のアノード６を、ＲＶＤハウジング１の真空チャンバ内の実質的にプラズマ
・カソード４、５と同じ幾何軸上に配置するステップと、
　ｅ）ＲＶＤによる電源のパルス放電時に、アノード６の作用表面の曲率中心が、集合的
自己収束電子ビームの焦点空間内部に位置するように、プラズマ・カソードの誘電体エン
ド・エレメント５の作用端とアノード６との間の間隙を調節するステップと、
　ｆ）上記ＲＶＤの頑丈な気密導電ハウジング１のフランジに誘電体エンド・カバー２を
取り付けて、真空チャンバを閉じるステップと、
　ｇ）ＲＶＤハウジング１内のチャンバを真空にするステップであって、
　ターゲットに対する第１の「ショット」の前に少なくとも２回（まず空気を吸出し、次
いで少なくとも１回清浄な乾燥窒素でチャンバを排出し、気体の圧力０．１Ｐａ以下まで
再度真空にする）と、
　圧力がこの値を超えている場合は、次の「ショット」を行う前ごとに少なくとも１回と
を行う真空ステップと、
　ｈ）ＲＶＤの外部の高電圧電源を入力トランス９を介して電力網に接続し、実験に必要
な電気エネルギーをＬＣ回路１０で蓄積するステップと、
　ｉ）電流パルスをプラズマで遮断するためのユニット１１と、非消耗軸対称導電ロッド
３と、交換可能な導電ロッド４と、ＲＶＤアノード６上の誘電体エンド・エレメント５を
介して、電子エネルギー０．２ＭｅＶ以上、電流密度１０6Ａ／ｃｍ2以上（１０8Ａ／ｃ
ｍ2以下が好ましく、１０7Ａ／ｃｍ2以下がより好ましい）、持続時間１００ｎｓ以下（
５０ｎｓ以下が好ましい）の電子ビームを生成する、ＬＣ回路１０を放電するステップと
、
　ｊ）ターゲット物質の一部分を超高密度状態まで圧縮した後、得られた生成物質をＲＶ
Ｄハウジング１の真空チャンバから取り除き、これらの生成物質を、一般に使用されてい
る技術で調査するステップ。
【００８４】
　この実験用のターゲットは、
　物質を超高密度状態になるまで爆縮した結果として、核変換効果を実証し（図５による
一体的アノード６）、
　放射性物質不活性化の可能性を評価する（図１および図６による、ターゲット７が挿入
された中空体のアノード６）ためのものであった。前述のように、かかるターゲット７は
、アノード６に挿入して、その接合点の音波透過性を最大にしなければならず、かつ上記
の両構成部品の作用表面の曲率中心は、実質的に一致させなければならない。
【００８５】
　上記の一体的アノード６は通例、作用端の平均曲率半径が０．２～０．５ｍｍの範囲に
あった。この作用端は、具体的には銅、タンタル、鉛などの、化学的に純粋な金属ででき
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に銅と鉛）は邪魔にならず、いくつかの観測によれば、上述したアノードの目的に従って
その用途を拡大しさえする。
の両構成部品の作用表面の曲率中心は、実質的に一致させなければならない。
【００８６】
　挿入されたターゲット７は、入手可能なＣｏ60同位体と、Ｃｏ56およびＣｏ58の人工混
合物と（ウクライナのナショナル科学アカデミー原子核研究所（Ｎｕｃｌｅａｒ Ｒｅｓ
ｅａｒｃｈ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｎａｔｉｏｎａｌ Ａｃａｄｅｍｙ ｏｆ Ｓｃｉｅ
ｎｃｅｓ ｏｆ Ｕｋｒａｉｎｅ）のＵ－１２０サイクロトロンで天然ニッケルを照射して
生成）でできたペレットの形を有する。
【００８７】
　かかるターゲットを使用するには、ＲＶＤ真空チャンバの内部に取り付ける、ポリカプ
ロラクトン（Ｃａｐｒｏｎ（米国登録商標））製の追加の殻（図示せず）が必要であった
。こういった殻によりＲＶＤの両電極を包み込み、ハウジング１およびＲＶＤカバー２の
壁に放射性コバルトが析出する恐れをかなり低減させた。
【００８８】
　利用したコバルト同位体の放射能初期値と、核変換後に達した値は、通常のゲルマニウ
ム・リチウム・ガンマ線検出器で照合した。
【００８９】
　物質を超高密度状態まで爆縮する稼動実験を開始する前に、１０００回以上の調整実験
を行った。この調整実験の結果を、ＲＶＤ電子ビームの焦点空間にターゲットの曲率中心
を命中させるために利用して、ＲＶＤ電極間の間隙幅を選択、より厳密には定義した（同
時にプラズマ・カソードおよびアノード６の部品４、５の寸法と、特定の電荷パラメータ
を考慮する）。
【００９０】
　稼動実験は、連続して行われた。その回数は回ごとに変わり、５０（放射性コバルトの
核変換時）～数百回の範囲に及んだ。この実験全てにおいて、通し番号付けを行った。
【００９１】
　使用したターゲットに関する初期データ、放電パラメータ、および得られた結果は、通
し番号付きで履歴簿に記録した。
【００９２】
　ＲＶＤ電極間の間隙における電圧パルスおよび電流パルスの形状と、電子ビームに実際
の持続時間を、電流および電圧のオシログラムを使用してチェックした。その典型的な例
が図７に示されている。こういったオシログラムやその他多くのオシログラムにより、電
子ビームの持続時間が１００ｎｓを超えないことが実証される。
【００９３】
　重要な点は、電子ビームの電流が（ＲＶＤプラズマ・カソードにおける急激な電圧降下
にもかかわらず）、ピーク値と比べてわずかしか減少していないことに注目することであ
る。このことにより、プラズマ・カソード４、５の利用効率が証明される。
【００９４】
　電子ビーム生成プロセスの制御されたパラメータに関する調整実験の結果を統計処理し
た後、両電極間の間隙の近似寸法および焦点空間体積の近似値が決定された（表１参照）
。
【００９５】
電子ビーム生成プロセスのその他のパラメータ上の両電極間の間隙および焦点空間体積の
依存関係
【表１】
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【００９６】
　稼動実験でこういったＲＶＤ電極間の間隙の制限を守ることで、以下の項目を確実なも
のとした：
　第１に、一体的アノード６の作用表面の曲率中心を、集合的自己収束電子ビームの焦点
空間内に命中させること（ターゲット７を使用した場合、その表面の曲率中心も命中させ
る）、
　第２に、ＲＶＤ電源の各パルス放電後の核変換の効果を明らかにすること。
【００９７】
　さらに、表１に列挙されたパラメータに従うと、アノード６の作用端の表面電流密度を
１０6Ａ／ｃｍ2～１０8Ａ／ｃｍ2の範囲内に固定することが可能になった。このパラメー
タは、爆縮実験の大半で１０６A／ｃｍ2～１０7Ａ／ｃｍ2の範囲内に維持された。
【００９８】
　全ての稼動実験の結果はかなりばらつきのないものに見えた。すなわち、
　様々な元素（軽元素も重元素も、超重元素の超ウランでも）の、実質的に安定した同位
体からなる幅広いスペクトルの核変換生成物質が、最初の材料の一部分（平均約３０重量
％）から出現した。
　これらの生成物質および一体的アノード６（および挿入されたターゲット７）の化学的
に変化しない残りは、爆縮空間から主にプラズマ・カソードと反対側の方向に飛び出し、
様々な形状および大きさの水滴形の凝集物として、ＲＶＤの真空チャンバの壁および／ま
たは該当する場合はシールド８上に析出した。
【００９９】
　この生成物質が研究を行うために採取された。
　元素および同位体の組成を後で調査することを目的として（場合によっては、かかる凝
集物の形状を記録するため）、核変換生成物質の分離された凝集物を検出し、その物質の
表面上（具体的にはシールド８）の位置を判定するために、電子線マイクロプローブ・ア
ナライザＲＥＭＭＡ－１０２、ＴｅｓｌａおよびＣａｍｅｃａが使用された。上記生成物
質の元素および同位体の組成調査には、ＪＥＯＬ社製オージェ分光計Ｊａｍｐ１０Ｓモデ
ル、飛行時間法パルス・レーザ質量分析計（キエフ国立Ｔ．Ｇ．Ｓｈｅｖｃｈｅｎｋｏ大
学（ウクライナ）設計）、イオン・マイクロプローブ・アナライザＣＡＭＥＣＡ社製ＩＭ
Ｓ－４ｆおよびＦＩＮＮＩＧＡＮ社製高感度質量分析計ＶＧ９０００が使用された。
【０１００】
　一体的アノード６を超高密度状態にする爆縮に関する全ての稼動実験の結果として、そ
の初期組成（各回ごとに全ターゲットに対して実質的に１つの元素）と、核変換生成物質
の元素および同位体組成との間に基本的な相違点が観察された。
【０１０１】
　このことを確かめるために、図８～図１３を観察されたい。垂直の破線は初期元素の原
子核の電荷を示す。
【０１０２】
　ターゲットの初期材料内に存在していなかったが核変換生成物質として生成された元素
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の同位体が図８、１０、１２に示されていることに留意されたい。ここで、高密度核反応
プロセスの上記生成物質の濃度は白抜きの丸、地殻の濃度は黒い四角で示される。
【０１０３】
　これら同位体の核の電荷および重量パーセンテージはそれぞれ、Ｘ軸およびＹ軸上の数
値データを使用して容易に判定できる。
【０１０４】
　図９、１１、１３には、以下の式で計算された、特定元素の濃度（重量％）の天然存在
比からの相対偏差Ｙが、白抜き三角と隣り合った元素記号を使用して示されている。
　（Ａ－Ｂ）／（Ａ＋Ｂ）＝Ｙ
　ここでＡは、特定の元素の核変換生成物質における特定の同位体の比、Ｂは、Ａと同じ
元素の地殻における同じ同位体の比である。
【０１０５】
　図８、１０、１２からはっきり分かるように、最初は銅、タンタル、および鉛であった
核変換プロセスで、親元素の原子核電荷と比較してＺ（原子核電荷）がより小さい、より
大きい、様々な元素の同位体の幅広いスペクトルが現れている。
【０１０６】
　ただし、ターゲット材料の原子核電荷が大きくなるほど、２５０ｕ（原子質量単位）よ
り大きい（一部の要チェック事例では、６００ｕ以上に至る）原子質量を有する安定した
超ウラン（まだ特定されていないものも含む）の生成確率が高くなる。
【０１０７】
　かかる質量を有する原子の存在は、最初にイオン質量分析法で検出され、次いで、周知
のラザフォードアルファおよびプロトン後方散乱法で証明された。
【０１０８】
　さらに、図９、１１、１３にはっきり示されている核変換生成物質における大部分の元
素の濃度が、統計的に信頼性のある形でその地殻における通常濃度を上回った（３倍超、
一部の元素は５～１０倍以上）（Ｙ値範囲０．５～１．０内の濃い色で印をつけた領域を
参照）。これにより、高密度核反応プロセスのかかる生成物質が人工起源であることが明
らかに証明される。
【０１０９】
　元素および同位体の組成変化については、放射性コバルトからなるターゲットによる実
験でやはり同様の結果が得られた。ただしこの事例では、ターゲットの焦点空間にあった
部分において、コバルトの放射性原子核がその他の元素の非放射性同位体に核変換された
ことにより、拡散したターゲットの生成物質の放射能が低減されたことに、主として関心
が向けられた。
【０１１０】
　この低減量は基本的にサンプルごとに異なる。この相違は、アノードのキャビティ内壁
と挿入されたターゲット７の材料との間の音波の接触密度の差で説明できる（表２の履歴
簿データを参照）。
【０１１１】
拡散したコバルト・ターゲットの生成物質の放射能低減量
【表２】

【０１１２】
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　したがって、サンプルＮｏ．２４７９は２．２％だけしか不活性化されなかったが、サ
ンプルＮｏ．２３９７およびＮｏ．２５８８は、核変換の結果における放射能低下が４５
％を上回った。
【０１１３】
　さらに、はっきり立証されたように、高密度核反応プロセスの生成物質において検出さ
れた各元素の原子集合の同位体分布は基本的に、地殻における同じ同位体の分布と異なる
。
【０１１４】
　かかる大きな相違の最も顕著な例は、天然のサンプルにおけるニッケルの通常の同位体
分布（図１４）と、銅ターゲットの核変換によって生じた２つのニッケル原子の凝集物の
同位体分布（図１５および１６）との差である。したがって、天然ニッケル塊におけるＮ
ｉ58同位体の含有率は最大７０％であるが、銅核変換の生成物質におけるＮｉ58の比率は
１０％強である（Ｃｕ63同位体が、ターゲットにおいて最も大きな部分を占める）。同様
に、Ｎｉ60同位体の含有率は基本的に低下した（通常は２倍）が、Ｎｉ62の含有率は急上
昇した。
【０１１５】
　そして、最終的には、はっきりと本発明による方法で物質を超高密度状態まで爆縮した
ことを示すものは、ＲＶＤ焦点空間からの排出物であるかなり大きな物体である。この物
体は、上記空間における少なくとも電子－原子核プラズマ、さらには電子－核子プラズマ
を短期間生じさせるための必要条件が揃っていたことを視覚的に立証する形状をしている
。
【０１１６】
　したがって、図１７に、銅シールド地の上に、珪素同位体と銅同位体の混合物が含まれ
た９３重量％のＦｅを含む、基本的に鉄の半球体が示されている。
【０１１７】
　明らかに、この半球体は、銅アノード６の大部分から形成された球体の断片である（本
出願人の履歴簿によれば、サンプル番号４９０８）。この半球体は、外側直径が約９５μ
ｍであり、直径約３５μｍの実質的に同心の球状キャビティを有する。この半球体の環端
面の大部分におけるきめの粗さは、初期球体が劈開したことによって説明することができ
る。
【０１１８】
　サンプル番号４９０８による実験では、電子ビームの焦点空間の中心が、ターゲット曲
率の中心と実質的に一致したと容易に推定することができる。この事例では、孤立波状の
高密度インパルスが、この開示された生成物質内の球状キャビティとして示されている空
間に収束していたのである。
【産業上の利用可能性】
【０１１９】
　衝撃によって物質を圧縮する本装置は、商業的に利用可能な構成部品を使用して製造す
ることができ、本発明による方法は、非常に効率的かつ環境的に安全な以下の技術を開発
し、実装するための基礎になる可能性がある：
　第１に、安定した超ウランを合成するための技術。超ウランの合成は、その性質につい
ての知識を広げるために非常に重要である。
　第２に、既知の元素の安定した同位体を実験的に生成するためと、長寿命の放射性同位
体を含めた放射性物質（核燃料廃棄物含）を中性化するための目的で、既知の元素の核を
核変換するための技術。
　第３に、自然界に広く分布する元素およびその混合物を燃料として使用するＩＣＦのた
めの技術。
【図面の簡単な説明】
【０１２０】
【図１】ＲＶＤ内にある電極の構造的配置図である（調節可能な幾何パラメータが示され
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【図２】パルス高電圧電源のブロック図である。
【図３】軸対称プラズマ・カソードの好ましい構造の、対称軸に沿った断面図である。
【図４】平面ＩＶ－ＩＶに沿った、軸対称プラズマ・カソードの後端の図である（導電ロ
ッドの断面を含む）。
【図５】物質を超高密度状態にする爆縮を実証するための、ターゲットとして直接使用さ
れる一体的な軸対称アノードの、対称軸に沿った断面図である。
【図６】例えば、選択した元素の長寿命の放射性同位体を、通例その他の元素の安定した
同位体に、少なくとも部分的に核変換するなどのように設計された、球状ターゲットが挿
入された中空体の軸対称アノードの、対称軸に沿った断面図である。
【図７】ＲＶＤ放電パルスにおける、電圧および電流変化のグラフである。
【図８】化学的に純粋な銅の核変換生成物質における元素の、原子核質量別の絶対的（重
量％）分布図である。
【図９】化学的に純粋な銅の核変換生成物質における図８と同じ元素の、原子核質量別の
相対的分布図である。
【図１０】化学的に純粋なタンタルの核変換生成物質における元素の、原子核質量別の絶
対的（重量％）分布図である。
【図１１】化学的に純粋なタンタルの核変換生成物質における図１０と同じ元素の、原子
核質量別の相対的分布図である。
【図１２】化学的に純粋な鉛の核変換生成物質における元素の、原子核質量別の絶対的（
重量％）分布図である。
【図１３】化学的に純粋な鉛の核変換生成物質における図１２と同じ元素の、原子核質量
別の相対的分布図である。
【図１４】地殻におけるニッケル同位体の天然存在度と一致する天然ニッケル・サンプル
の調査によって得られた、ニッケル同位体の基準質量スペクトル図である。
【図１５】一体的銅ターゲット（試料Ｎｏ．１）の高密度核反応プロセスの結果得られた
、銅シールド上の凝集物の１つにおける、ニッケル同位体の相対分布の質量スペクトル図
である。
【図１６】同シールド上のニッケル原子の別の凝集物の調査で得られた、図１５と同じ質
量スペクトル図である。
【図１７】銅シールドに打ち込まれ、イオン・ビームで部分的にエッチングされた球状キ
ャビティを含んだ鉄の半球体の形をしている、物質を超高密度状態になるまで爆縮した生
成物質の顕微鏡写真である。
【符号の説明】
【０１２１】
　１　気密ハウジング
　２　エンド・カバー
　３　非消耗型ロッド
　４　ロッド
　５　エンド・エレメント
　６　アノード
　７　ターゲット
　８　シールド
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